
国内金融機関が海外で発行するＥＴＮ（指標連動証券）の上場制度等の

整備に伴う業務規程等の一部改正について

     

２０１９年１２月１０日

株式会社東京証券取引所

Ⅰ．趣旨

当社は、業務規程等の一部改正を行い、本年１２月１３日から施行します（詳細につい

ては規則改正新旧対照表をご覧ください。）。

これまで、ＪＤＲ（日本型預託証券）形式によるＥＴＮ（指標連動証券）の上場制度に

おいて、外国の者が海外で発行するＥＴＮを上場対象としていましたが、発行スキームの

柔軟化を図ることにより上場対象商品の拡充を推進する観点から、国内金融機関が海外で

発行するＥＴＮの上場を可能とする等の制度整備を行うものです。

Ⅱ．改正概要

１．上場対象商品の拡充                   

・ 国内金融機関が海外で発行するＥＴＮ（指標連動

証券）を受託有価証券とする有価証券信託受益証券（金

融商品取引法施行令第２条の３第３号）を新たに上場

対象とします。

２．上場制度の見直し

（１）上場審査

・ 新規上場申請銘柄に係る受託有価証券であるＥＴ

Ｎが外国金融商品取引所等において上場若しくは継続

的に取引されていること又はその見込みがあることに

係る基準は、保証者が存在しない場合において発行者

が外国の者以外であるときには、適用しないこととし

ます。

・ 新規上場申請銘柄に係る受託有価証券であるＥＴ

Ｎの発行のための法律が整備されていること及び当該

新規上場申請に係るＥＴＮ信託受益証券の発行者（保

証者が存在する場合は、保証者）を監督する行政庁が

存在することに係る基準は、保証者が存在しない場合

において発行者が外国の者以外であるときには、適用

（備考）

・ 有価証券上場規程第２

条第１号の２等

・ 有価証券上場規程第９

４５条第１項第３号

・ 有価証券上場規程第９

４５条第１項第３号



しないこととします。

・ 発行者が最近２年間に終了する各事業年度及び各

連結会計年度の財務諸表等並びに各事業年度における

中間会計期間及び各連結会計年度における中間連結会

計期間の中間財務諸表等（四半期財務諸表提出会社又

は四半期連結財務諸表提出会社である場合にあっては、

四半期財務諸表等。）が記載又は参照される有価証券報

告書等を作成していない場合には、それらに代わる書

類による審査を可能とすることとします。

（２）上場廃止

・ 上場ＥＴＮ信託受益証券に係る受託有価証券であ

るＥＴＮが上場若しくは継続的に取引される全ての外

国金融商品取引所等において当該上場ＥＴＮ信託受益

証券等の上場廃止が決定された場合又は外国金融商品

取引所等における当該上場ＥＴＮ信託受益証券等の相

場を即時に入手することができない状態となったと当

取引所が認めた場合に係る基準は、保証者が存在しな

い場合において発行者が外国の者以外であるときには、

適用しないこととします。

（３）その他

・ 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者（上場会社を除

く。）による発行者を代理又は代表する権限を有する者

の選定は、発行者が外国の者以外である場合は不要と

します。

３．その他

・ その他所要の改正を行うものとします。

・ 有価証券上場規程第９

４５条第１項第１号、

有価証券上場規程施行

規則第９３９条

・ 有価証券上場規程第９

５１条第１項第３号

・ 有価証券上場規程第９

５０条

Ⅲ．施行日

２０１９年１２月１３日から施行します。

以 上


